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預貯金の増勢が鈍化している。一方，定期

性預貯金については，06年７月から伸び率

の回復・上昇がみられる（第２図）。特に，

国内銀行の定期性預金は02年４月の定期性

預貯金のペイオフ凍結解除を契機に前年比

減少に転じ，その後も伸び率の低下が続い

ていたが，06年７月に大きく回復し，06年

12月には５年ぶりに前年比増加に転じた。

定期性預貯金の回復は，06年７月にゼロ

組合金融の動き 組合金融の動き 

はじめに

農協貯金は1997年２月末以降前年比増加

が続き，06年12月末の残高は80兆7,532億

円と80兆円を突破した。しかし，最近の動

きをみると，05年度以降，農協貯金の伸び

率は緩やかな低下傾向にあり，国内銀行や

信金の個人預金伸び率をやや下回っている。

本稿では，業態別の個人預貯金の動向お

よび他業態の個人リテールの動きを通し

て，最近の個人預貯金の動向をまとめるこ

ととする。
（注１）

（注１）農協については一般貯金（貯金合計から公
金貯金，金融機関貯金のデータを差し引いたも
の）データによる。

１　個人預貯金の業態別比較

業態別の個人預貯金の動向をみると，郵

便貯金は定額貯金の満期到来や預入限度額

管理の徹底，民営化を前に貯金獲得を手控

える動きがあること等から，残高の長期的

な減少が続いている（第１図）。国内銀行，

信金は，06年度に入ると伸び率の低下がみ

られたが，７月からはほぼ横ばいで推移し

ている。農協では，05年５月末以降伸び率

が緩やかに低下し，10月末には国内銀行，

信金を下回った。その後も低下傾向が続い

たが，06年７月末の1.0％を底にやや回復

し，06年12月末の伸び率は1.3％となって

いる。

種類別にみると，いずれの業態も流動性
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2006年における個人預貯金の動向

資料　農協残高試算表, 日銀ホームページ 
（注）１　国内銀行は都銀, 地銀, 第二地銀, 信託銀行, 長期

信用銀行の合計。 
２　国内銀行, 信金は平残, 農協は末残。 
３　０３年３月に石川銀行の営業譲渡（第二地銀→地銀, 
第二地銀, 信金）があり, データには不連続がある。 
４　農協のデータは一般貯金（貯金－公金貯金－金融機
関貯金）。　 
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第1図　業態別個人預貯金の前年比伸び率 
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第2図　業態別個人定期性預貯金の前年比伸び率 
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金利政策の解除が行われ，預貯金金利水準

が上昇したことによるものであろう。これ

までボーナス等の新規資金を待機資金とし

て流動性預貯金に預け入れていた利用者

が，金利上昇をきっかけに定期に切り替え

るケースも増加したとみられる。また，投

資信託等リスク商品の購入者に対する特典

として，定期預金の金利を上乗せする動き

も広がっており，このような取組みが影響

している可能性もある。

２　個人リテールをめぐる動き

他業態では，預貯金の獲得以上に市場性

金融商品の販売を積極的に行っている。投

資信託については，国内銀行における預か

り資産の前年比増加額が７兆8,656億円と

預金増加額の５兆円を大きく上回り，06年

12月末の預かり資産残高は30兆円を突破し

た（ニッキン調べ）。郵政公社も05年10月の

発売開始から１年２か月しか経過していな

いにもかかわらず，06年12月末時点の残高

が5,616億円に上っている。

また，遺言信託業務は，すぐに収益に結

びつくものではないが，富裕層顧客を囲い

込む有力な手段ととらえられており，メガ

バンクグループを中心に取扱いも増加して

いる。信託銀行の遺言書保管件数をみると，

06年度に入ってからも05年度実績を上回る

ペースで増加しており，特に，相続発生後

に信託銀行が遺言の執行を行う「執行つき」

件数の増加が目立つ。

平成18年度第２回「農協信用事業動向調

査」では，農協からみた他業態の市場性金

融商品の取組姿勢について聞いている。
（注２）

遺

言信託については，管内に信託銀行のある

農協のうちの66％が「（信託銀行が）かなり

積極的である」，23.2％が「やや積極的で

ある」と回答しており，都市部を中心に，

農協組合員へのアプローチも強まっている

とみられる。
（注２）「農協信用事業動向調査」は全国の資金観
測農協の協力を得て，当総研が年２回実施して
いるアンケート調査。当該質問項目の回答組合
数は262組合，うち管内に信託銀行がある農協は
都市部を中心に66組合。

おわりに

日銀は06年７月のゼロ金利解除以後，利

上げを見送っていたが，07年２月21日に二

度目の利上げを実行した。上昇幅は小さい

ものの預金金利は上昇局面にあり，今後の

金利動向をにらんだ個人の金融行動が注目

される。

また，「農協信用事業動向調査」の結果

によれば，貯金の伸び率が低下した農協の

うちの約４割がその要因として相続に伴う

貯金の流出をあげており，今後その影響が

強まっていくことが危ぐされる。特に，信

託銀行が遺言の執行を行う場合，農協貯金

から流出する度合いも高まるため，相続発

生以前の対応が必要となる。他業態の個人

リテールへの取組姿勢が強まるなかで，農

協としても，これまでの組合員とのつなが

りや相談機能を生かし，推進体制の強化を

進めていくことがより重要となろう。

（研究員　小針美和・こばりみわ）
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